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 1.7　従業者数

1.7.1　統計データ

表 1-7-1　情報通信産業・電波産業の従業者数の推移

（単位：人）
年度　 2010 2011 2012 2013 2014

情報通信産業全体＊1 1,035,819 1,055,303 1,063,061 1,173,509 1,165,097
電波産業全体＊2 153,568 164,775 164,342 182,460 185,730
電気通信事業（2004年度～）＊3 69,407 81,473 82,174 102,461 104,890

移動電気通信業＊4 48,430 66,875 68,726 86,836 90,336
放送事業＊5 45,897 42,703 43,734 48,693 46,020

放送事業（有線放送業を除く） 38,061 34,005 34,692 38,186 36,286
ＮＨＫ 10,394 10,354 10,274 10,174 10,074
民間放送業 27,667 23,651 24,418 28,012 26,212

有線放送業 7,836 8,698 9,042 10,507 9,734
ソフト制作業＊6 760,982 775,826 790,487 884,194 878,996

コンピュータソフトウェア業 749,889 765,053 777,011 869,703 864,599
コンテンツ制作業（テレビ・ラジオ広告業を除く）＊7 11,093 10,773 13,476 14,491 14,397
コンテンツ制作業（テレビ・ラジオ広告業を含む） 25,267 31,874 39,698 40,220 42,468

放送番組制作業 11,093 10,773 13,476 14,491 14,397
テレビ・ラジオ広告業＊8 14,174 21,101 26,222 25,729 28,071

情報通信・放送機器製造業（暦年）＊9 159,533 155,301 146,666 138,161 135,191
有線通信機器製造業 18,573 17,838 18,374 15,920 16,223
無線通信・放送機器製造業 55,984 53,122 47,448 42,947 44,711

無線通信装置・応用装置製造業＊10 46,908 47,061 42,853 38,663 41,159
放送機器製造業＊11 9,076 6,061 4,595 4,284 3,552

電子計算機・同附属装置製造業 58,188 56,906 51,642 51,123 47,085
通信ケーブル製造業 26,788 27,435 29,202 28,171 27,172
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データの出所等に関する注記

※ 網掛けした数値は、新規に追加したか、従来の数値を変更したことを示す。

＊1 情報通信産業全体：表の項目を合計したものである（但しテレビ・ラジオ広告業を除く）。

＊2 電波産業全体：網掛けした項目の合計したものである。

＊3 電気通信事業：分類変更に伴い、2003年度までは第1種と第2種の合計、2004年度以降は登録事業者と届出

事業者の従業者数の合計値である。総務省「情報通信業基本調査報告書（前年度実績）」から引用した。

＊4 移動電気通信業：移動通信3社（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク）の有価証券報告書の

従業者数（連結）の合計値である。但し、ソフトバンクのスプリント事業は除く。

＊5 放送事業：総務省「情報通信業基本調査報告書（前年度実績）」から引用した。

＊6 ソフト制作業：総務省「情報通信業基本調査報告書（前年度実績）」から引用した。

合計値は、テレビ・ラジオ広告業を除く。

＊7 テレビ・ラジオ広告業は、コンテンツ制作業の構成に含まれるが、統計データを入手できない年度がある場合や

出典の変更で過去数値との時系列での比較ができないため、ソフト制作業の合算から除いている。

＊8 2010年度から出典を統一（変更）し、調査の対象が資本金額又は出資金額3,000万円以上の企業となった。

＊9 情報通信・放送機器製造業：経済産業省「工業統計表「産業編」（前年データ）」から引用した。

＊10 無線通信装置・応用装置製造業：「携帯電話機・PHS電話機製造業」と「無線通信機械器具製造業」の合算である。

＊11 放送機器製造業：「ラジオ受信機・テレビジョン受信機製造業」の値である。
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 1.7　従業者数

1.7.2　情報通信産業の従業者数

図 1-7-1　情報通信産業の従業者数の推移
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 1.7　従業者数

1.7.3　電波産業の従業者数

図 1-7-2　電波産業の従業者数の推移
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［空白］
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